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① 国土の利用、整備及び保全の推進等

② 行政の効率化・高度化

③ 国民生活の安全・安心と利便性の向上

④ 新たな産業・サービスの創出と発展

政府の取組

○地理空間情報活用推進基本法の成立
（平成１９年５月）

○地理空間情報活用推進基本計画の策定
（平成２０年４月）

経済産業省の取組

新産業・新サービスの創出

平成１９年１２月から、新藤前副大臣の
毎回出席のもと、地理空間情報活用推
進研究会で検討（計６回）

測量・地図調整業界からユーザ企業まで主要な関

連産業や学識経験者が委員。オブザーバとして内

閣官房や国土交通省等の関係９省庁が出席。

地理空間情報サービス産業の将来
ビジョンをとりまとめ

将来ビジョン実現のための政策パッケージ

「Ｇ空間プロジェクト」を省内でとりまとめ

経済産業省の取組の経緯
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地理空間情報活用推進研究会の概要

＜委員長＞

柴崎 亮介 東京大学空間情報科学研究センター長

＜委員＞

株式会社ゼンリン 事業開発担当部長

株式会社ネクスト 技術戦略研究所長

株式会社三菱総合研究所 情報通信技術研究本部首席研究員

株式会社ＮＴＴデータ 統括部部長

東芝ソリューション株式会社 社会第三部担当部長

株式会社パスコ 次世代プロジェクト推進室長

特定非営利活動法人国土空間データ基盤推進協議会 主任研究員

岐阜県庁総合企画部次長

財団法人ニューメディア開発協会 財団法人ニューメディア開発協会パベイシブネット

ワーク普及推進グループ長

牧野総合法律事務所弁護士

インディゴ株式会社 システム・インテグレーション事業部ジェネラルマネージャー

慶應義塾大学経済学部 准教授

高崎経済大学地域政策学部 教授

衛星測位システム協議会 事務局長

特定非営利活動法人ITS ジャパン 次世代デジタル道路情報委員会 委員長

国際航業株式会社 情報システム統括本部長

大阪市立大学大学院文学研究科文学部 地理学教室准教授

財団法人衛星測位利用推進センター 業務本部長

株式会社トヨタマップマスター 第１開発部長

メンバー

経済産業省 新藤副大臣

商務情報政策局長

大臣官房審議官（ＩＴ戦略担当）

関係課室長（１８名）

内閣官房 副長官補（内政・外政）付内閣参事官（２名）

内閣府 政策統括官付参事官

警察庁 情報通信局情報通信企画課通信運用室長

総務省 情報通信政策局宇宙通信政策課長

自治行政局地域情報政策室長

文部科学省 研究開発局宇宙開発利用課長

厚生労働省 統計情報部情報企画室長

農林水産省 大臣官房情報課長

国土交通省 大臣官房技術調査課長

国土計画局総務課国土情報整備室長

国土地理院企画部地理空間情報企画室長

防衛省 防衛政策局調査課長

オブザーバー

経済産業省商務情報政策局情報政策課情報プロジェクト室

財団法人日本情報処理開発協会

データベース振興センター時空間情報システム推進室

事務局
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○ Ｈ１９ １２／１８ 第１回研究会
・地理空間情報を活用したビジネスの事例紹介

○ Ｈ２０ １／３０ 第２回研究会
・地理空間情報を活用したサービスと、それを巡る関係者

○ Ｈ２０ ２／１４ 第３回研究会
・地図情報の整備の現状及び問題点

○ Ｈ２０ ３／５ 第４回研究会
・位置情報把握に関する現状と問題点

○ Ｈ２０ ４／４ 第５回研究会
・報告書の骨子案について

○ Ｈ２０ ５／１６ 第６回研究会
・報告書案について

○H２０ ７／３ 報告書プレス発表
（http://www.meti.go.jp/press/20080703007/20080703007.html）

研究会の開催状況
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4
上記事項を実現するための政策パッケージが必要

ビジョン１．２０１３年までに誰もが地理空間情報を利用で
きる社会に

地理空間情報に係る標準化・体系化がなされ、３次元の立体位
置と鮮度を表す情報更新時刻で表現された地理情報データベー
スが構築され、多くの関連サービス提供事業が出現している社会。

研究会報告「地理空間情報を活用した社会の実現に向けた将来ビジョン」の概要

ビジョン２．２０１３年までに地理空間情報が課題解決に役
立つと評価される社会に

地理空間情報コンテンツの利用促進はもとより、生活や暮らし、
産業、行政等への浸透を図り、地理空間情報が課題解決に役立
つと評される社会。

ビジョン３．２０１３年までに地理空間情報に安心感や親し
み、楽しさを感じる社会に

屋内・屋外のシームレスな位置情報サービスが導入され普及
拡大すること等によっていつでもどこでも地理空間情報を利用で
きる社会。

２０１３年市場規模

約１０兆円

地理空間情報サービス産
業の市場規模拡大予測
（出典：地理空間情報サー
ビス産業の将来ビジョン）

２００８年市場規模

約４兆円
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地理空間情報サービス産業の将来ビジョンと政策パッケージ「Ｇ空間プロジェクト」

２０１３年までに地理空間情報が
課題解決に役立つと評価される
社会に

２０１３年までに地理空間情報
に安心感や親しみ、楽しさを感
じる社会に

２０１３年までに誰もが地理
空間情報を利用できる社会
に

取組むべき政策の三本柱

○情報の鮮度が高く検索しやすい三次

元地理空間情報データベースの構

築

○地質情報の整備や地球観測データ

を有効活用する情報システム等の整

備

Ⅰ. 流通基盤の整備 Ⅱ. 生活や産業における利用
の高度化

Ⅲ. 衛星等からの位置情報を
有効活用する環境整備

○生活や産業等への地理空間情報の

浸透のための普及・啓蒙

○エネルギーＩＴＳ等への活用や、商店

街・農業等の地域活性化等の支援

○次世代衛星基盤に関する研究開発

○屋内・屋外シームレスな位置情報把

握技術の検証

○個人の行動履歴等の位置情報を有

効活用するための環境整備

政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ

将
来
ビ
ジ
ョ
ン

※ＩＴＳ：高度道路交通システム

２０１３年の地理空間情報サービス産業の発展
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（出展）日経コミュニケーション

（２００９／１／１５号） （出展）建通新聞（２００９／６／１２）

Ｇ空間に関する認知の拡大状況



３次元Ｇ空間プロジェクトの概要
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○ Ｈ２０／１２／９ 第１回検討会
・空間参照系データベースの検討①

○ Ｈ２１／１／２３ 第２回検討会
・空間参照系データベースの検討②
・地理情報データベースの検討①

○ Ｈ２１／２／２６ 第３回研究会
・地理情報データベースの検討②
・実証実験パターンの検討①

○ Ｈ２１／３／１９ 第４回研究会
・実証実験パターンの検討②
・来年度事業に向けた方向性の取りまとめ（案）

３次元地理空間情報データベース検討会の開催状況

＜委員長＞

柴崎 亮介 東京大学空間情報科学研究センター長

＜委員＞

インディゴ株式会社システム・インテグレーション事業部ジェネラルマネージャー

株式会社ＮＴＴドコモ モバイルデザイン推進室 担当部長

ＪＲ東日本コンサルタンツ株式会社 ＩＴ事業本部 部長

株式会社ナビタイム・ジャパン 代表取締役社長

三井不動産株式会社 上席主幹

＜オブザーバー＞

国土交通省

財団法人衛星測位利用促進センター

開催状況

検討会メンバー



屋内・屋外を問わずシームレスに安全安心情報や、顧客に対するキャンペーン情報など、位置に関連したサー

ビス情報を提供できる環境を実現し、新たな産業・サービスを創出。

個々の商業ビルやビル内のレストラン等に３次元の座標が付与されることにより、曖昧さが発生する文字情報

の検索と比較して、的確かつスピーディに必要な情報が検索・利用できる。

• ３次元の地理空間情報が未整備なだけでなく、それを整備するための手法も確立していない。

• 屋内測位技術が登場し始めたが、それぞれの測位技術は独立しており、屋内・屋外を問わずにシームレスに位

置を把握することはできない。

• ３次元の地理空間情報の利活用は未成熟の部分であり、地理空間情報の可能性を広げるためには、これらの

技術的なブレイクスルーとともに、利活用モデルを提示することが重要。

「３次元Ｇ空間プロジェクト」の意義

現状と課題

①３次元地理空間情報のＤＢ構築手法の確立
②測位技術に依存しない共通処理基盤の構築
③普及のためのモデルケースの実証

○ 地理空間情報は様々な事象に関連する情報であり、全ての情報の基盤となりうる情報。

○ ３次元地理空間情報、特に商業ビル等の屋内空間情報は未整備であるため、これから大きく発展していくポテ

ンシャルを秘めた分野。

実現される社会

３次元Ｇ空間プロジェクト

9
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情報発信者から最終ユーザーまでの情報のスムーズな流れを屋内空間において実現するための環境整備が必要
であり、そのための施策を国が推進。

プ
レ
イ
ヤ
ー

・お客を呼び込みたい（店舗情
報を発信してPRしたい）店舗等
の経営者

・施設管理を効率的に行いたい
事業者

最
終
ユ
ー
ザ

・左記ニーズを有する事業者が存在するビ
ル等の管理者（３次元CADデータの保有
者）や、これらの情報発信を可能としビルの
付加価値を高めたい者

・複数ビルをとりまとめ、地域一帯で情報発
信を実施したい事業者

・携帯キャリア

現
状

・屋内３次元空間と結びついた
情報が提供できない

・２次元地図とリンクした建物内部の３次元
データ（空間参照系データ）が存在しない

・屋内位置情報送受信のための基盤
（IMES基地局、無線LANアンテナ等）整備
が不十分

・IMES は実証プロジェクトを実施中の
段階

・無線LANを用いた屋外でのアプリ
ケーションは一部利用されつつある

・屋内空間ナビゲー
ション等のサービス
が受けられない

国
が
実
施
す
る

べ
き
施
策

・建築CADを活用した３次元空間参照系
データフォーマットのモデル化

・基盤整備に係る投資を成立させるビジネ
スモデルの構築

・３次元地理情報データフォーマットのモデ
ル化

・各技術を用いたアプリケーションモデ
ルの実証

・複数の測位デバイスを処理できる位
置情報処理ミドルウェアの整備により、
屋内空間利用のためのアプリケーショ
ン開発の促進

スムーズな情報の流通の実現

※IMES（Indoor MEssaging System）：GPSと互換性のある信号を使う屋内測位技術。GPSとのシームレス測位が可能。

※

・アプリ事業者
・コンテンツ・プロバイダ

３次元Ｇ空間プロジェクトにより実現する情報の流れと実施すべき施策

※



今後

測量業界

地図調製業界

高精度な測量データの提供

画像データの提供など

コンテンツ業界

多様な用途に対応できる調
製地図の提供

個人を含めた多様な主体による
様々な３次元G空間コンテンツの
発信

連
携

３次元空間参照系データを活用し
た新たな需要の創出
（屋内ナビゲーション、画像ビュー
ワーなど）

連
携

屋内測位
デバイス
との連携

Ｇ空間プロジェクトにより実現されるビジネス・フロー

ビル所有者等

プロシューマー

創
出
さ
れ
る
新
た
な
領
域

３次元空間の利用によって、新たなコンテンツ提供者（ビル所有者）が増え、プロシューマーなどのパーソナルな情報発信・

アグリゲーションが促進され、新たなサービス産業が創出される。

既存サービス事業者では

新たなサービスを創出

新たなアグリ

ゲーター

発生

ユーザ自身が

マイ・サービスを

アグリゲート

（例）

11



個々の建物データ群を束ねるエリア毎のポータル構築の拡大

実証実験を契機に、屋内を含む３次元空間情報を保有・提供する事業者が集まって構成するエリア毎のポータル

サイトを通じたサービス提供が主要な都市部等で実施されて、全国展開につながることを期待。

ビルＡの空間参照系と
地理情報のコミュニティ

ビルＢの空間参照系と地
理情報のコミュニティ

地下街Ａの空間参照系と
地理情報のコミュニティ

地域ポータルＡ

様々な地域ポータルにアクセスして情報を収集
12



地理情報に３次元座標情報が付与されることによって実現すること

地理情報として、個々の商業ビルやビル内のレストラン等に３次元座標（数値のＩＤ）が付与される

（データに複数属性を持たせることができる ）ことによって、曖昧さが発生する文字情報の検索と比

較して、的確かつスピーディに必要な情報が検索・利用できるようになる。

○○レストラン
千代田区○×

TEL1234-5 ○○レストラン
横浜市○×
TEL8764-5

○○レストラン
（千代田区）の

ブログ
○○レストラン
（横浜市）のブ

ログ××商事
○○レストラン

の向い側
私の日記

○○レストラン
の前で、待ち合

わせ
グルメ日記

函館に○○レスト
ラが開店

欲しい情報以外のものも
引っ張られてしまう

この近くに
ある○○レ
ストランへ

行きた
い・・・

○○レストラン
千代田区○×

TEL1234-5

（ｘ、ｙ、ｚ）

○○レストラン
（千代田区）の

ブログ

（ｘ、ｙ、ｚ）

私の日記
○○レストランの
前で、待ち合わせ

（ｘ、ｙ、ｚ）

３次元座標
（数値ＩＤ）
の付与

３次元座標に
よって情報が
体系化される

３次元座標によって、
ピンポイントに必要

な情報を取得
（３次元座標用検索
エンジンは必要）

名前だけでは
複数の○○
レストランが
抽出されてしまう

13
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屋外から屋内へ移動する
ときにナビゲーションのア
プリが切り替わるため、入
り口の座標が屋内外で多
少のズレがあったとしても、
最終ユーザは混乱しない
と考えられる。

・３次元空間参照系データと屋外測量データは建物の代表点（世界測地系座標）を媒介にして、アプリケーション

などがリンクされるものであることから、例えば、ナビゲーションサービス提供などにおいては、実用上、代表点

の座標設定において、厳密な「精度」は必要ない（図１）。

・建物の外形を活用して、２次元地図をベースとして３次元地図を用いた場合は、道路や他の建物との相対位置

関係が重要になる。この場合、測量精度に影響される既存２次元地図の上に、精度の高い３次元ＣＡＤデータ

の建物を置くことになる（図２）。

・今後、このような３次元ＣＡＤデータが増えることによって、これまでの測量作業への有効活用が可能と考えられ

る（次ページ参照）ことから、来年度事業における検討事項の一つとしたい。

３次元空間参照系データと屋外測量データとの関係について

（図１）

都市計画図の測量データを
使用（平成１５年）

建築確認時の測量データを基に代表点を
ＷＧＳ８４に変換（平成２０年）

（図２）



平面での地理空間情報を活用したサービスは普及しているが、新たなサービス・産業の創出を推進するために

は、屋内・屋外の地理空間情報を３次元的に把握するためのデータベース（３次元地理空間情報データベース）の

構築等の環境整備が必要。

このような３次元地理空間情報の体系化について高次的かつ包括的な検討を行うため、有識者による３次元地

理空間情報データベース検討会（仮称）を設置。専門的な知識や実績を持った産学官の関係者を経済産業省へ

招いてヒアリングを実施し、検討を行う。

【検討項目】

（１）空間参照系データベースの実現性

建築物の３次元ＣＡＤデータ等から３次元のデータベースを構築する際の課題の抽出（データ構造、システム構

築手順、座標変換ルール・ツールなど）。

（２）地理情報データベースの実現性

不特定多数の個人ユーザが容易に３次元座標を付与した諸情報（３次元地理情報）を作成・登録できるような

データベースモデル構築に必要なデータ形式の検討及び課題の抽出（アクセスインタフェース仕様、データ仕様

等）を行い、実現に必要な要件を検討。

３次元地理空間情報の体系化

15



世界測地系
（ｘ,ｙ,ｚ）

及び

時刻（ｔ）

空間参照系ＤＢ

建物がどこ(x,y,z)にあ
るのか、建物の代表
点を定義

地理情報ＤＢ

その場所には何がある
のか、位置に関連した情
報を定義

座標をキーとしたＤＢを構築す
ることで、それぞれのＤＢを独立
に整備可能

◆ 三次元地理空間情報のデータベース

データベースに関して整備する基盤について

一般ユーザ

アプリケーション
ナビゲーション

防災 マーケティング

情報発信
配送効率化

○ ３次元化した地図である空間参照系ＤＢと、店舗情報などの地理情報を持つ地理情報ＤＢを整備。

○ 建物の名称及び代表点の３次元座標をキーに、空間参照系ＤＢと地理情報ＤＢをマッチング。

16

複数の測位技術を共通に処
理出来ることが望ましい



建物の代表点

××号線

電子地図上に建物の
CADデータを重ね合わせる

○○ビル
△△レストラン

世界測地系（WGS84）をベース
とした２次元地図

店舗の中心点
（建物の中心点からの

相対位置）

３次元地図
（ＣＡＤデータ）

電
子
的
な
地
図
デ
ー
タ

x
y

z

代表点をキーに重ね合わせ

屋内データとのリンク

空間参照系データベースのイメージ

○ ２次元で表現されている地図の上に、建物の３次元地図を代表点の座標をキーに重ね合わせ。

○ ３次元地図はＣＡＤデータから構築。

○ 代表点の取り方や座標の振り方などの基本事項をフォーマットとして規程。

17



【レストラン利用者】

【レストラン利用者】

地理情報ＤＢ
名称 ○○ビル

座標 Ｘ，Ｙ，Ｚ，Ｔ

住所 東京都港区△△－□

ｱｸｾｽ ×××駅から東へ徒
歩5分

ﾃﾅﾝﾄ △△レストラン

××書店

名称 △△レストラン

座標 Ｘ，ｙ，ｚ，ｔ

更新
日時

○月×日□□時

住所 東京都港区△△－□
○○ビル１０階

特典
情報

９月１日は創業２周
年記念で１割引

名称 ××書店

座標 ｘ2、ｙ2、ｚ2、ｔ2

住所 東京都港区△△－□
○○ビル１階

営業
時間

１０：００－２１：
００

【ビルのオーナー】

【レストラン経営者】
【書店経営者】

名称 ××書店

座標 Ｘ2，ｙ2，ｚ2，ｔ2

更新
日時

△月×日○○時

住所 東京都港区△△－□
○○ビル１階

口ｺﾐ
情報

洋書の品揃えが豊富

【書店利用者】建物情報

クチコミ情報 クチコミ情報

クチコミ情報

店舗情報

店舗情報

名称 △△レストラン

座標 x，y，z，t

住所 東京都港区△△ ○○ビ
ル10F

口コ
ミ情
報

△△レストランのパスタ
はバリエーションが多い

その
他

名称 △△レストラン

座標 x，y，z，t

住所 東京都港区△△ ○○ビ
ル10F

アク
セス

×××駅から東へ徒歩５
分

営業
時間

１１：００～２２：００

地理情報データベースのイメージ

３次元座標情報をキーとして場所
に係る情報を蓄積するＤＢ

○ 地理情報を容易かつ重層的に作成できるシステムの整備。

○ ３次元座標（ＩＤ）をキーに地理情報データを容易に利用・登録ができるようになる環境を整備。

○ 地理情報として、個々の商業ビルやビル内のレストラン等に３次元座標（数値のＩＤ）が付与されることによっ
て、精緻な情報を的確かつスピーディに検索・利用できるようになる。

空間参照系ＤＢ
相互に連携

18



３次元空間参照系データベース構築の要件
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３次元空間参照系データベース等に係る基本的考え方①

直交座標で記述された建物の３次元ＣＡＤ情報と世界測地系で記述された２次元屋外地

図情報とをリンクさせて、屋内屋外シームレスなサービスを実現するための基盤になる

のが、３次元空間参照系データベース。

本委員会の検討成果を用いて２００９年度事業において実際にデータベースを構築する

際の留意点は、以下の２点である。

① サービスを実施する事業者（当面は建物を保有・管理する者を想定）にとって運用し

やすく、このデータベースを活用する関連アプリケーションが生まれやすいものとな

ること。

② 今後のビジネス展開の拡大の観点から、３次元空間参照系データの外部提供が重

要であり、このための流通フォーマットを具体化することが重要であること。
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３次元空間参照系データベース等に係る基本的考え方②

空間参照系データベース（及び地理空間情報データベース）を活用した屋内での情報

サービスを行う際に最も重要な屋内店舗や建物自身を特定する「代表点」の設定が普

及するように、分かりやすい設定方法を目指す。

具体的には、「代表点」が一意に設定されるためには、建物の持ち主が「代表点」を定

義することを基本ルールとする（建物に含まれるテナントの代表点も同様）。さらに、こ

の代表点は、建物や建物内部の商業施設を代表する座標（ＩＤ）であるため、これに用

いる世界測地系の座標の設定に当たっては、参考とする地図の「精度」等を厳密に定

める必要がないものであることを周知することにより、設定する取組みの拡大を図る。
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２００９年度事業における空間参照系データベースの構築フローと要件項目

①ＣＡＤデータの整備
（必要に応じ軽量化）

②代表点としての世界
測地系座標の設定

③ネットワークデータ
など屋内座標変換

２００９年度事業における空間参照系データベースの構築に必要な要件に関して、構築フローに沿って記述する。
事業の中での構築時の作業負担などを反映して、ガイドライン化などを２００９年度事業の中で検討する。

作業者 ビルオーナー（又は
ビルオーナーの許
諾を得た設計事務

所など）

入力 ３次元ＣＡＤデータ
（ＸＭＬ形式などが

便利）

間引き処理 利用するサービス
形態に応じてコンパ

クト化

マスキング処理 安全上、隠したい個
所の削除など

出力 コンパクト化された
３次元空間データ

（直交座標）

備考 コンパクト化するた
めのツールやガイド

ラインが必要）

作業者 ビルオーナー（又はビルオー
ナーの許諾を得た設計事務

所など）

入力 コンパクト化された３次元空
間データ（直交座標

準備処理 ①建物の角の点の一つを建
物の代表点として設定
②テナント（商業店舗）の入り
口をその代表点として設定

座標変換対象 ①建物やテナントの代表点
②建物の各入口
（③建物の四隅の点（各フロ
アごと）

出力 世界測地系が付与された３
次元空間データ

備考 ①各フロアについては、座標
以外に、｢階数｣を持つ
②座標変換ツールが必要
③利用する２次元地図に関
する検討

作業者 ビルオーナー、フロア管理者
または、アプリケーション作成

者

入力 ①各フロアの３次元空間デー
タ
②各フロア図（２次元ＣＡＤな
ど）
※ＸＭＬ形式などが便利

座標変換処理 ①各部屋の入口
②各部屋の代表点
③通路の両端
④通路の結節点
⑤他のフロアとの結節点（階
段など）

通路の処理 通路の長さを座標間の距離か
ら計算し、付与

出力 世界測地系が付与された３次
元空間データ（フロア）

備考 ①各フロアについては、座標
以外に、｢階数｣を持つ
②座標変換ツールが必要
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２００９年度事業における空間参照系データベース構築の要件一覧

分類 項目 概要 ステー
タス

CADデータ 入力データ 全てのＣＡＤデータに対応できるように整備を進めるが、ショウケース的には
いくつかの種類に絞る。

〇

間引き方 利用形態（施設管理、サービスなど）によって、間引き方が異なる。また、外
部の者に示したくない情報を含めて、流通データとして必要な程度までに
データ量を削減する手順を作成する。

〇

座標変換 代表点 建物の場合は、角の代表点を原点として正規化座標にする。（代表点をベー
スに座標変換する方式）

〇

建物の入り口（複数の場合、全て）の世界測地系の座標および直交座標系
上の座標を用いる

〇

基準とする２次元地
図

利用する世界測地系については、行政との連携の観点から、自治体の都市
計画図などが利用できることが望ましい

〇

屋内ネット
ワーク

持つべきデータ 屋内通路、入口、各部屋ごとの代表点を持つ 〇

座標変換 各フロアの４隅の座標、及び代表点から、出入り口、階段などの結節点、各
部屋の代表点をＷＧＳ８４系座標へ変換する。（代表点をベースに座標変換
する方式）

〇

高さ座標 高さ座標だけでなく、フロア名も持つ必要がある。 〇

ツール 必要な機能 間引き機能、座標変換機能、屋内座標付与機能、ネットワーク作成機能、流
通フォーマット変換機能、登録・更新・検索・削除機能

○

流通フォー
マット

データ形式 ベクトル形式（ＸＭＬ形式、又はＳＶＧ形式の拡張）。将来的には、ＪＩＳ化の実
施や、国際提案の検討が必要。

○
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座標変換などにおける検証のポイント

２次元図面の重ね合
わせによる３次元構
造でサービス利用が
可能か？

利用する世界測地系座
標は何を使うか？（都
市計画図、建築時の測
量データなど）

ｘ、ｙしか持っていない
ＣＡＤデータを利用す
る場合のｚ座標の持ち
方は？

座標以外にフロア名も
データベースの項目と
してもつ方が利便性が
高いか？

４隅すべてに座標を
振る場合と、一部だけ
振る場合とでの利便
性はどうか？

ローカルな座標から
ＷＧＳ８４への変換
の容易さ／簡便さは
どうか？

ｘ，ｙ，ｚの精度は？
（サービス種別によっ
てレベルが異なるの
では？ガイドラインな
どが必要ではない
か？）
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ネットワーク設定における検証のポイント（２）

直交座標・ＷＧＳ８４変換で得
られた４隅の座標

（ｘ，ｙ，ｚ）

代表点
（ｘ、ｙ、ｚ）

柱の中心や、壁の厚
さまで考慮した構築
が必要か？

最適なネットワークデー
タの作成方法は、どの
ようなものか？

４隅すべてに座標を
振る場合と、一部だ
け振る場合とでの利
便性はどうか？

ｘ、ｙしか持っていな
いＣＡＤデータを利用
する場合のｚ座標の
持ち方は？

座標の精度（粒度）
はどれくらいが最適
か？

サービスによって、複数の
ネットワークを持つ場合
（バリアフリーなど）に、ど
のようにデータ化するのが
最適か？



３次元空間参照系データベース
構築用流通フォーマットの要件



流通フォーマットの基本的考え方

流通フォーマットも、まずデータ整備及び提供者が増加することが重要であ

ることを踏まえて、提供者には必要最低限の作業を実施するようにルールを

規定（次ページを参照）。

また、サービス提供事業者の柔軟な事業活動を支援する観点から、流通フォ

ーマットは素材としての提供として、利用事業者が自らの使いやすいフォーマ

ットに変換して、自らのビジネスを実施することを想定。

０９年度事業において空間参照系データベース構築手法が具体化すること

から、これの素材となる流通フォーマットのあり方も並行して具体化を進めて

、その成果を公表して、当該流通フォーマットの普及を促進する。将来的には

、ＪＩＳ化等を検討。

27
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３次元空間参照系データの基礎となる「流通データフォーマット」の基本条件

①当該建物のＣＡＤデータ（直交座標系で記述されたもの。各階のフロア見取り図情報などを含むもの。）
・外部の者に示したくない情報をマスキングしたもの。データ量削減の取り扱いは、２００９年度事業の中で議論。

②建物の角の点の世界測地系の座標（建物の代表点）および直交座標系上の座標

③建物内のテナント入り口の世界測地系座標およびフロア情報（当該テナントの位置情報サービスを提供するため
の「代表点」として設定する場合）

④建物の入り口（複数の場合、全て）の座標（世界測地系の座標を提供者が付与すべきかは今後検討）

⑤世界測地系の座標で表した角の点を含む一辺の長さ（実寸法）

建物の代表点
（世界測地系） 入口の座標

（世界測地系＋直行座標系）
実際の長さ

CADデータ
（外部に出したくないデータをマスキング）

店舗の入口の座標
（世界測地系＋フロア情報）



29

流通フォーマットにおける検討事項

建物の３次元ＣＡＤ情報をベースとした３次元空間参照系データの利用の多様化やビジネスの拡大
の観点から、相互運用性を確保した流通フォーマットを検討・構築する。

■流通フォーマットが必要となるケースのイメージ

①世界測地系座標を付与するまでは、建物の管理者等が実施し、屋内のネット
ワークデータの設定などを、外部事業者が実施する場合

②ポータルサイト等 の構築まで含めて外部事業者が実施する場合

■流通フォーマットで担保する機能（要件）

（１）相互運用性・・・３次元空間情報のベースとなる基本的な情報は相互に、かつ、
一般的に利用できること

（２）データ形式・・・ベクトル形式のデータであること。

■流通フォーマットの形式（検討）

データを提供する者の負担が少ないことを大前提に、アプリケーション
側の取組みが進むような形式を検討する。
（例えばSVG Tiny1.2（Ｗ３Ｃ）の規定の拡張など）。



３次元地理情報データベースの要件
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地理情報データベースの基本的考え方

地理情報データベースは空間参照系データベースとは独立して構築し、利用者は空

間参照系データベースを気にすることなく利活用できるものとする。

また、３次元座標（ｘ、ｙ、ｚ）をキーとして様々な場所に関する情報を重層的に蓄積で

きる構造とすることで、曖昧さが発生する文字情報の検索に比べて、情報を的確か

つスピーディに検索・利用できるようにする。

登録された情報の鮮度を明らかにするため、３次元座標だけでなくデータの登録・更

新時刻（年月日含む）の情報を付与することが重要。

地理情報データベースを利用するためには登録・更新・削除の機能が必要。これらの

「座標」という数字の取扱が手間にならないように、登録・更新・削除が簡易にできる

ツールを整備することが必要であるとともに、誰もが利用・改良することができるオー

プンソースで構築する。
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地理情報データベースの要件

分類 項目 概要 ステー
タス

データベー
ス

位置づけ 空間参照系データベース構築の際に、建物やテナント（商業店舗）の代表点
として建物のオーナー等に設定された３次元座標をキーにして、情報が作成、
蓄積できるもの。これらの情報の検索・収集が容易に行えるもの。

〇

項目 ３次元座標をキーとして複数の情報が収集できるようにするため、重層的に
項目が登録できるようにする。

〇

機能 登録・更新 建物・テナント（商業店舗）の３次元座標（ID）を入力し、基本的な情報を初期
登録できるだけではなく、最終ユーザなどが、気軽に、視覚的に（例；二次元
地図上から建物を指定したり、建物のフロア図の中から商業施設を指定す
ることにより）、地理情報を登録できる機能。また、３次元座標だけでなくデー
タの登録・更新時刻（年月日を含む）の情報を付与できる機能。

〇

検索 代表点である３次元座標の入力によって、建物や商業店舗に関する情報の
検索が容易に行える機能。代表店の３次元座標を特定するためのツールと
して、上記の登録ツールと同等なユーザビリティの高い機能（地図からの検
索など）が必要。

〇



３次元地理情報データベースとは、空間参照系データベースの構造とは独立した形で
構築され、３次元座標（ｘ，ｙ，ｚ）をキーにして、様々なその場所に関する情報が重層的
に蓄積できるものとする。

３次元地理情報データベースの要件

データ要件
データの種類

• キー項目：３次元座標（世界測地系のｘ，ｙ，ｚ）

（注；ビルのテナントの場合、Ｚには、標高だけで
なくフロア情報を含む）

• データを登録・更新した時刻情報（年月日含む）

• 属性項目

– 店舗名称、住所など基本項目

– 口コミ情報、ブログなどの可変項目

データのサイズと量

• 実証実験において検証する必要がある

インテグリティ要件
実装時に以下を検証する必要がある。

• データの整合性

– テーブル（表）の列と列との依存関係など

• トランザクションの整合性

– 並列処理時のデータベースのロックの回避など

• レプリケーソンの整合性

– 更新履歴の持ち方など

運用要件
データアクセス要件

性能要件

セキュリティ要件

プラットフォーム要件

運用要件
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３次元地理情報データベースを利用する際の機能要件として、登録・更新・削除がある。
また、利便性を高めるために、３次元座標での利用、項目からの利用などが可能なよ
うにする。

３次元地理情報データベースの機能要件

機能 内容 備考

登録・更新・削
除

①建物・テナント（商業店舗）の３次元座標（ID）を入力し、基本的な
地理情報を初期登録できる機能
②最終ユーザなどが、気軽に、視覚的に（例；二次元地図上から建
物を指定したり、建物のフロア図の中から商業施設を指定すること
により）、地理情報を登録できる機能。また、３次元座標だけでなく
データの登録・更新時刻（年月日を含む）の情報を付与できる機能。
③属性項目ごとに、更新・削除ができる機能

オープンソースで登
録・更新・削除ツール
を構築し公開する。

検索 ①３次元座標での検索機能
②建物名称・フロア名称での検索機能
③地図、フロア図などからの検索機能
④検索された情報を、情報の属性ごとに整理して並べる機能など

座標での検索エンジ
ンの構築が必要
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登録ツールの例（１）

３次元座標から登録するツールの例。

検索

検索条件（例）

住所

空間参照系名称

所有者

更新日付 から まで

千代田区・・・地下１Ｆ
１０１

霞ヶ関ビル

取得

＜３次元座標を登録ツールのイメージ＞

○住所や座標で検索

地理情報登録

登録 取り消し

３次元座標（ID）を抽出

名称

代表点の座標 X,Y,Z

建物名称 霞が関ビル　地下１Ｆ 101

代表点の座標 X,Y,Z

部屋①の中心座標 X,Y,Z

項目１

項目２

座標の更新日時 ＹＹＹＹ／ＭＭ／ＤＤ／ＨＨ／ＭＭ／ＳＳ

名称 居酒屋　北海

代表点の座標 X,Y,Z

建物名称 霞が関ビル　地下１Ｆ101

代表点の座標 X,Y,Z

部屋①の中心座標 X,Y,Z

項目１ メニュー

項目２ 営業時間

座標の更新日時 ＹＹＹＹ／ＭＭ／ＤＤ／ＨＨ／ＭＭ／ＳＳ

３次元座標（ID）をキーとし
て、関連情報を一括に登録
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登録ツールの例（２）

３次元座標を入力しなくても、気軽に、視覚的に登録できるツールの例

検索

検索条件（例）

レイヤ（コンテンツ）

空間参照系名称

所有者

更新日付 から まで

フロア

霞ヶ関ビル

取得選択

検索結果 １６件

取得 キャンセル

地下駐車場
地下１Ｆ
・・・・・

＜ツールのイメージ＞

○空間参照系名称（ビル名など）で
検索

○利用したいフロアを選択

○フロア図を呼び出し ○エリアを指定

（部屋の代表点、入口など
のポイントを指定）

地理情報登録

名称 △△レストラン

代表座標 Ｘ，ｙ，ｚ，ｔ

更新日時 ○月×日□□時

住所 東京都港区△△－□
○○ビル１０階

入口座標 X,y,z,t

登録 取り消し

建物名称から、フロアを選
択し、そのフロア図から視
覚的に地理情報を登録
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登録ツールの例（３）

住所の入力もせずに、地図・航空写真などから建物などを特定して、必要な情報を登
録するツールの例

検索

検索

検索結果

選択 戻る

名称 居酒屋　北海

代表点の座標 X,Y,Z

建物名称 霞が関ビル　地下１Ｆ 101

選択 戻る

名称 居酒屋 北海

住所 東京都新宿区・・・

営業時間 １７：００－２３：００

メニュー ・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・

必要な情報を入力

○地図から検索

３次元座標（ID）を抽出

地図上から建物をクリック
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検索ツールの例

３次元座標を、住所や地図・航空写真などから必要な情報を検索するツールの例

検索

検索条件（例）

住所

目的地（店舗）名称

新宿区・・・地下１Ｆ１０１

居酒屋 北海

検索

○住所や座標で検索

検索結果

選択 戻る

名称 居酒屋　北海

代表点の座標 X,Y,Z

建物名称 霞が関ビル　地下１Ｆ 101

３次元座標（ID）をキーとし
て、関連情報を一括に検索

選択 戻る

名称 居酒屋 北海

住所 東京都新宿区・・・

営業時間 １７：００－２３：００

メニュー ・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・

３次元座標によって、
ピンポイントに必要

な情報を取得
（３次元座標用検索
エンジンは必要）

○地図から検索

３次元座標（ID）を抽出

地図上から建物をクリック



２００９年度以降の実証事業の進め方
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○新サービス創出の観点から、

①サービス提供を行う測位デバイスは、既に市販されているもの、普及が見込まれるものを活
用する（事業の中で新しいデバイス開発は行わない）。

②その他、過去の政府プロジェクト成果の活用など、既存資源の有効活用に努める。

③実証事業に参加してもらう事業者は、この実証成果を自らの事業に活用することを想定して
いる者であることが望ましい。

④同様に、実証実験を行う場所も、実験終了後もビジネスがつながるような場所であることが
望ましい。

⑤実証実験に参加していない他の事業者にも類似の取組をしやすくするため、汎用性を意識
して事業を進めるとともに、関係者の意見を幅広く集めることが望ましい。

事業のポイント

新たなサービス創出、産業創出を促進するために、屋内・屋外のシームレスサービスを提供する

ビジネスに活用可能な３次元データベース（空間参照系および地理情報系）のモデル化を行うとと

もに、屋内測位を活用するアプリケーション開発を促進するため、複数の測位技術を共通で処理

できる基盤の確立を行う。

さらに、これらを活用したアプリケーションビジネスの実証実験を行うことにより、２０１３年までの

新サービス創出・拡大に資する。

２００９年度以降の実証事業の基本的考え方



２００９年度以降の実証事業全体のスケジュール

２００８年度 ２００９年度 ２０１０年度 ２０１１年度

・研究会の実施

・高付加価値サービス創出に資する
３次元データベース構築手法のモデ
ル化。

・３次元データベース及び共通処理
ミドルウェアを組み合わせて活用
したビジネスモデルの複数地域に
おける実証（成果の普及）。

・複数の測位技術を処理できる共通
処理ミドルウェアの開発・実証

・このミドルウェアを念頭に置いた各
測位技術のアプリケーション実証

・複数の３次元データベース連携の
実用性・利便性の検証。

・データベースを活用したビジネスモ
デルの実証。

・ミドルウェアの改良・実証
・アプリケーションのビジネスモデル
化
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３次元地理空間情報データベース実証事業

異種測位技術間における
共通処理基盤実証事業
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２００９年度の「３次元地理空間情報データベース実証事業」の内容

①直交座標系のＣＡＤデータを活用した世界測地系上の３次元空間データベースのモデル構築・実証

②３次元座標（ＩＤ）を用いた地理情報データベースのモデル構築・実証

事業目的

①データベースモデル構築手法の具体化
関係者からなる検討会議を設けて、以下の項目について検討を行い、データベースモデル構

築手法の具体化を行う。その際、ワークショップ等を開催し、検討内容について広く意見を収集

するものとする。

直交座標系と世界測地系の関連付け手法の確立（空間参照系）

ネットワークの構築手法の確立（空間参照系）

流通フォーマットの具体化・ガイドライン化

３次元座標を利用したコンテンツ構築手法の確立（地理情報系）

３次元座標を容易に活用するツールの構築

両データーベースの普及のためのガイドライン策定 等

②アプリケーション・サービス実証
上記構築手法を用いた実際の公共空間や地下街のデータベースモデルを構築し、以下を実証。

３次元空間データと、屋外の２次元空間データをスムーズに連携できること

屋外ネットワークと屋内ネットワークをシームレスに連携できること

ポータルサイトを構築し、データ流通が確立できること

これらのデータベースを活用・運用するビジネスモデルの検証 等

実証内容



３次元地理空間情報データベース実証事業体制
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＜委員長＞

柴崎 亮介 東京大学空間情報科学研究センター長

＜委員＞

中央大学 教授

慶應義塾大学 教授

国土交通省 住宅局建築指導課建築物防災対策室 室長

横浜市 都市経営局政策部政策課

財団法人日本建設情報総合センター 標準部 主任研究員

株式会社ナビタイムジャパン 代表取締役

株式会社電通国際情報サービス コミュニケーションＩＴ事業部 副事業部長

株式会社野村総合研究所 社会システムコンサルティング部 主任研究員

株式会社日立製作所 情報通信グループ新事業インキュベーション部 部長代理

住友電工ソリューション株式会社 モバイルシステム事業部 主席

株式会社キャドセンター プロモーション事業部技術開発チーム マネージャー

株式会社セック 開発本部 第三開発部 テクニカルマネージャー

インディゴ株式会社 システム・インテグレーション事業部 ジェネラルマネージャ

メンバー

経済産業省商務情報政策局情報政策課情報プロジェクト室

財団法人日本情報処理開発協会 データベース振興センター

事務局



３次元地理空間情報データベース実証事業の概要
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３次元化した地図である空間参照系ＤＢと、店舗情報などの地理情報を持つ地理情報ＤＢをモ
デル化し、 建物の名称及び代表点の３次元座標をキーに、空間参照系ＤＢと地理情報ＤＢをマッ
チングする環境を構築する。様々な屋内空間において有効活用できるかの技術的検証を行うとと
もに、各データベースを利用したサービス提供のビジネス・モデルの検証を行う。

2009年度の事業スキーム サービス実証部分の想定スキーム

３次元データベースのモデル化
３次元座標をキーにした利用環境整備

（データベース検討・開発）

３次元データベースのアプリケーション・
サービスの実証実験

ポータルサイトによる流通基盤の実証実験

実証実験フィールド（地下・地上を含む
公共施設、商業ビル、地下街、駅など）

参加利用

・コンテンツ・プロバイダー
・コンテンツ・アグリゲーター
・サービス・プロバイダー
・地域再開発の協議体 など

・施設運用事業者
・テナントなど施設エリア事業者
・デベロッパー など

参加プレイヤー

協力プレイヤー

テナントなど施設エリア事業者
施設運用事業者、
デベロッパーなど

空間参照系
データベース

地理情報
データベース

構築

登録料

登録

ポータルサイト

運
営

サービス提供

コンテンツ・プロバイダー、サービス・プロバイダー

利用（登録含） 利用料

利用者

利用 利用料

利用
（登録）

利用料

利用料



事業スケジュール（ ３次元地理空間情報データベース実証事業）
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６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３

３次元

ＤＢ整備

実証

公募
期間

データベース
設計

ツール設計

データベース開発

ツールの開発

使用マニュアル、
利用ガイドライン
の作成

流通フォーマットの検討 流通フォーマットの開発

サービス・
モデル構築
／評価
（ビル、地下街、
公共空間）

ポータル
サイト
の構築
／評価

提案内容
審査・

契約準備
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２００９年度の「異種測位技術間における共通処理基盤実証事業」の内容

①異なる測位技術（GPS、IMES、無線LAN）から生成される位置情報を共通に処理できる測位基盤

（位置測位ミドルウェア）の構築。

②屋内・屋外シームレスなサービスを実現するアプリケーション・サービスの実証（ＩＭＥＳ、無線ＬＡ

Ｎそれぞれの屋内測位情報を用いるアプリケーションを１個ずつ）。

事業目的

①共通処理基盤（ミドルウエア）の構築
関係者からなる検討会議を設けて、GPS・IMES・無線LANの信号を共通に処理できる基盤の検

討を行い、検討結果をもとに実際に構築する。

この基盤を用いれば、携帯キャリアに依存することなくアプリケーションサービスの提供を可能

とするものを目指す（各キャリアのご参加を得て、インターフェイスの検討を実施するイメージ）。

②アプリケーション・サービスの実証
関係者からなる検討会議を設けて、屋内・屋外をシームレスにつないだサービスを実現するア

プリケーションの検討を行い、実際にアプリケーションを開発し、サービス展開の可能性につき

検証。

これらのアプリケーションの成果は、翌年度の上記共通基盤を活用した実証にも活用する。

事業内容



Wi-Fiデバイス搭載の端末については、ノートPCやゲーム機端末を中心に、す
でに約7000万台普及。今後、小型無線LANモジュールの拡大により、デュアル
携帯、デジカメ、音楽プレーヤー等のCE機器へ拡大

スマートフォンとMIDを合わせた市場が2012年には1,800万台を超え、
スマートフォンとMID端末がその年の販売台数の約40％を占めると予想される

（ROA 2008調べ）

Wi-Fi対応機器，2012年には10億台へ
Wi-Fiへの対応が最も進んでいるのは携帯電話。 2011年には，Wi-Fiチップ搭載機器の出荷台数で デュアル・モード携帯

電話がノート・パソコンを抜いて1位になる見通し。
http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/Research/20081007/316309/

【参考】無線LAN搭載端末の状況と動向
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【参考】IMESと無線LAN （Place Engine）の比較

IMES 無線LAN（Place Engine）

設置装置 専用装置 既存の無線LAN AP

導入コスト 装置の設置費用が必要 周辺のAP情報を使うことができるので、コ
ストを抑えることが可能。APはバックボーン
接続不要で、電源のみの供給。

導入リードタイム さまざまな基準化が必要
クライアント側の電波許容値の保証

既存の無線LANクライアント/APを利用可
能なため位置測位基盤としては、即導入可
能。

クライアント端末 携帯電話など、GPS搭載端末 無線LAN搭載のマルチデバイス
(PC, ゲーム機器、デジタルカメラ、音楽プ
レーヤー、スマートフォン、携帯電話など)

設置装置コスト 将来的に数千円程度と言われている 現状、安価なもので数千円程度
(専用ビーコン装置を安価に生産も可能)

屋内情報(フロア情報、空間の名前情報、屋
内標記)

標準化段階 ユーザー参加型システムで既にフロア情報
の実績有り。さらにB2Bで特定の空間に対
して提供できる名前などは専用サーバで利
用可能。

誤差範囲 １送信機のカバレッジが最大誤差範囲 誤差範囲はAPの密度によって向上し、複
数のAP導入により誤差を1台当たりの場
合より抑えることができる

測位可能なパラメータ 緯度経度、フロア情報、ビル名、部屋名 緯度経度、フロア情報、ビル名、部屋名、任
意の文字列は可能
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ミドルレイヤの位置づけ

専用アプリ NMEAアプリ

Middle Layer

無線
LAN

IMESGPS

測位情報を標準に
基づいて提供

情報の連携

アプリ層

測位層

配信情報基盤

位置情報基盤

○ アプリ層との連携（配信基盤）の課題

1. NMEA（全米船舶用電子機器協会）の形式に対応したアプリケー
ション、独自形式アプリケーション化の判断

2. データ書式とプロトコルの取り決め

－位置情報（X,Y,Z)のフォーマット

－アプリ向け付帯情報の種別、フォーマット

－情報提供時間間隔

3. 位置情報の推定補完 等

○ 測位層との連携（位置情報基盤）の課題

※IMES、GPSは位置情報（X,Y,Z,T)を持つ。無線LAN方式では
位置情報（X,Y,t,付帯情報)を持つ。付帯情報等からZを推定。

1. 測位機器からの位置情報（X,Y,Z)（絶対座標値および相対値、
測地系情報、NMEA形式等）のデータ書式の変換による統一

2. 測位間隔（T,t)の違いによる補正・補完、提供間隔の取扱い

3. 付帯情報（フロア情報、建物名、区画・部屋名等の文字列情報）
の取扱い、書式

4. Z軸情報の取扱い、書式

5. 位置情報の有効期限、精度の書式と取扱い 等

測位デバイスモジュールとの連携（情
報のフィードバック）の可能性

無線LAN方式にて取得した位置情報のGPS
モジュールと連携することでGPS位置測位応
答時間の短縮の可能性がある。

測位情報取り込み
必要に応じて変換
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構築する共通処理基盤（ミドルウェア）のイメージ



異種測位技術間における共通処理基盤実証事業体勢
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＜委員長＞

斎藤 信男 駒澤大学 グローバル・メディア・スタディーズ学部 学部長

＜委員＞

独立行政法人宇宙航空研究開発機構 宇宙利用ミッション本部 主任研究員

株式会社エディア ナビケーション事業部 顧問

株式会社NTTドコモ 法人事業部モバイルデザイン推進室 第二推進担当部長

クウジット株式会社

株式会社KDDI研究所 開発センター ITS・ワイヤレスＧ 主幹エンジニア

株式会社ゼンリン ＧＩＳ事業本部 開発担当部長

測位衛星技術株式会社 取締役営業部長

ソフトバンクモバイル株式会社 コミュニケーション・ネットワーク本部 事業開発部

東京大学 空間情報科学研究センター センター長

電気通信大学 電気通信学部 教授

名古屋大学 大学院工学研究科 准教授

株式会社ナビタイムジャパン 開発本部サービス統括部 統括部長

株式会社日立製作所 公共・社会システム本部位置情報ビジネスセンター センター長

三菱地所株式会社 街ブランド企画部 副長

メンバー

経済産業省商務情報政策局情報政策課情報プロジェクト室

財団法人ニューメディア開発協会

事務局



アプリケーション・サービス実証の概要
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IMESや無線LANによる測位情報を活用し、屋外からの情報を引継ぎ、屋内においてシームレス
なサービスを提供するアプリケーションの技術的検証および当該サービスのビジネス化に必要な
事項の検証を行う。実験フィールドは単一空間を想定。少人数を対象とした基礎的な実証とする
かわりに、実証結果を詳細にフィードバックして、翌年度にも活用できるアプリケーションを仕上げ
ることを成果とする。

２００９年度の事業スキーム サービス実証部分の想定スキーム



実験を行うアプリケーション・サービスのイメージ
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２００９年度ミドルウエア構築事業のスケジュールのイメージ
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